
 

障害者活躍推進計画の詳細 

機関名 京都市教育委員会 

任命権者 京都市教育長 

計画期間 令和７年４月１日〜令和１２年３月３１日 
（計画期間内においても、毎年度の実施状況の点検結果、社会情勢の変化、
障害のある職員からの意見等を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを行います。）  

京都市にお

ける障害者

雇用に関す

る課題 

○ 京都市教育委員会では、令和６年６月１日現在の障害者任免状況通報におい
て、実雇用率２．６３％、不足数４人であり、法定雇用率が未達成となって
います。 

○ 令和６年４月１日には、法定雇用率が２．９０％（令和８年６月３０日まで
は経過措置として、２．７０％）に引き上げられたことからも、引き続き障
害者の雇用を拡大、推進していく必要があります。 

○ 令和元年度から教員の受験資格に知的・精神障害のある方を加え、学校事務
職員の受験資格を※拡大しており、令和２年度からは、教育委員会事務局職
員及び学校事務職員の受験資格に知的・精神障害のある方を加え、常勤職員
としての採用枠の拡大を図っていくほか、柔軟に勤務時間や業務内容等を調
整することができる会計年度任用職員としての雇用も進めていくこととして
います。 

※受験資格である障害等級の「１級から４級」を「１級から６級」に、対象年 
齢の「１８歳から２９歳」を「１８歳から４５歳」にそれぞれ拡大 

○ また、障害のある職員が活躍していくための環境整備や、職場定着に向けた
取組のみならず、教育委員会全体で障害者雇用を推進していくため、障害の
ある職員に対する職員の理解促進を着実に進めていく必要があります。 

目標 

①  
採用に 

関する 

目標 

○ 目標 
毎年６月１日時点の障害者雇用率が法定雇用率を上回ることを目指します。  

※ 法定雇用率が２．９０％（令和８年６月３０日までは経過措置として、
２．７０％）に引き上げられることを踏まえ、計画的に採用を進めていき
ます。 

（参考）令和６年６月１日時点の実雇用率︓２．６３％ 
○ 評価方法 

毎年度の任免状況通報により把握し、進捗を確認します。 
② 

キャリア形

成に関する

目標 

○ 障害特性に応じた業務の割振りや職場配置、必要な支援機器の導入等の合
理的配慮に係る取組等を通じて、障害のある職員の活躍の場を拡大し、ワー
ク・エンゲージメント（仕事への積極的関与の状態）を高めます。 



 

取組内容 

１．障害者の活躍を推進する体制整備 

 
⑴ 組 織 面 

○ 障害者雇用の促進及び計画の円滑な実施を図るため、障害者雇用推進
者（総務課長、教職員人事課長）を選任し、執行体制の責任者として障
害者雇用の推進を行います。また、定期的に、計画の実施状況の点検及
び見直し等を行い、ＰＤＣＡサイクルの確立を図ります。 

○ 障害者職業生活相談員を選任し、職場や障害のある職員からの相談体
制を整備しており、引き続き、労働環境の整備や合理的配慮に係る相談
等に対応し、必要に応じて措置を行います。 

 
⑵ 人 材 面 

○ 障害者職業生活相談員に選任した者に京都労働局が開催する障害者職
業生活相談員資格認定講習を受講させます。 

○ 障害者職業生活相談員を中心に、障害のある職員のサポート体制を整
備し、相談窓口等を全職員に周知します。 

○ 職員の理解促進のため、障害のある職員の新規受入れ職場に対し、障
害のある職員と共に働くにあたっての心構えや障害に係る基礎知識、必
要な配慮事項などを周知します。 

２．障害者の活躍の基本となる職務の選定・創出 

  ○ 本市の「障害のある方を対象とした採用試験」で採用された常勤職員
は、本人の希望や障害特性に応じた職場環境等を考慮したうえで配属先
を決定し、他の採用試験により採用された職員と同様の業務に従事する
ものとします。 

  なお、合理的配慮の一環として、障害の特性や程度、状況に応じた業
務量等の調整を行うことがあります。 

○ 引き続き、新規採用時、人事異動時又はその他適時、所属長等が障害
のある職員と定期的に面談を行い、職務遂行状況や習熟状況等を確認す
ることにより、必要に応じて職場環境等の改善・検討を行うとともに、
適切な職務の選定等に取り組みます。 

○ 障害者職業生活相談員等が新規採用１年目を対象に、定期的に職場訪
問・面談を行い、就労定着のフォローを行います。 

〇 京都市障害者職場実習や、実習後のチャレンジ雇用（会計年度任用職
員Ｂ）、学校園で勤務する会計年度事務等の雇用等を通じて、個々の障
害の特性等に応じた補助的な業務を創出します。 

３．障害者の活躍を推進するための環境整備・人事管理 

 
⑴職務環境 

○ 合理的配慮に係る希望を踏まえ、人事配置の際に施設の状況を考慮す
るとともに、業務遂行に必要な支援機器（拡大読書器、読み上げソフト
等）等を必要に応じて導入します。 

○ 障害のある職員からの要望を踏まえ、各所属で作業マニュアルやチェ
ックリストの作成、作業手順の簡素化等、必要に応じて見直しを検討し
ます。 

○ 新規に採用した障害者についても、定期的な面談により必要な配慮等
を把握し、継続的に必要な措置を講じます。 



 

○ 障害のある職員からの希望については、雇用主として、市民理解、費
用の程度、周囲の職員や業務運営への影響等を総合的に勘案し、実施で
きると判断した場合には、合理的配慮として適切に実施し、実施が困難
であると判断した場合には、当該措置が実施できないことを伝えるとと
もに、話し合いにより、実施可能な範囲で措置を講じます。 

⑵募集・採用 ○ 職員採用試験の実施に当たり、障害特性への配慮（点字やパソコンに
よる受験、拡大読書器や拡大鏡の使用、車いすスペースの利用等）を行
います。 

○ 教育委員会事務局職員及び学校事務職員の採用試験において、受験資
格を拡大し、令和２年度から身体のみならず知的障害や精神障害のある
方も受験対象としており、引き続き、より多くの方が受験できる試験制
度を継続します。 

 （教員採用試験においては、令和元年度から身体に加え知的障害や精神
障害のある方も受験対象とし実施済みです。） 

○ 柔軟に勤務時間や業務内容等を調整することができる会計年度任用職
員としての雇用も引き続き進めていきます。 

○ 募集・採用に当たっては、以下の取扱いを行いません。 
 ・ 個別に合理的配慮の可否を検討することなく、特定の障害を対象外

とし、又は、特定の障害に限定する。 
 ・ 個別に合理的配慮の可否を検討することなく、「自力で通勤できる

こと」、「介助者なしで業務遂行が可能」、「就労支援機関に所属・登録
しており、雇用期間中支援が受けられること」等の条件を設定する。 

・ 特定の就労支援機関からのみの受入れを実施する。 

⑶ 働 き 方 
○ すべての職員が働きやすい職場環境となるよう時間単位の年次有給休

暇や病気休務等の各種休暇の利用を促進します。 

○ 法令や、国・他都市の動向を踏まえながら、障害のある職員がより働
きやすい勤務時間、休暇制度等の仕組みを検討します。 

⑷キャリア形成 ○ 障害のある職員からの希望を踏まえ、障害特性に配慮した業務分担の
見直し等の調整を行います。 

○ 実務能力や専門性の向上を図るために、計画的に取り組んでいる職員
研修等の受講を促進します。 

 
⑸その他の 

人事管理 

○ 通勤手段について、必要に応じ、障害のある職員の障害特性に応じて
配慮を行います。 

○ 障害のある職員に対する職場の理解や必要な配慮が適切に行われるよ
う、職員の状況等について、所属間で適切に引き継ぎを行います。 

○ 障害者活躍推進に係る上記の取組については、本人の希望や、プライ
バシーに十分配慮しながら進めます。 

 



 

○ 本人が希望する場合には、就労パスポートの活用等により、就労支援
機関等と障害特性等についての情報を共有し、適切な支援や配慮を講じ
ます。 

４．その他 

  ○ 自治体による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する
法律及び京都市障害者就労支援施設等からの物品等の調達方針に基づく
障害者就労施設等への発注等を通じて、障害者の活躍の場の拡大を推進
します。 

 

 

 


